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中央競技団体における

統合・インクルージョン（健常者・障害者）に関する研究

― ステージの検討―

 
青山 将己

山口 泰雄  

 
抄 録

近年、スポーツ先進国を中心に、中央競技団体における障害者スポーツの統合・インクルージョンが進ん

でいる。我が国において中央競技団体の統合・インクルージョンはそれほど進んでおらず、世界に後れをと

っている。また、スポーツ組織の統合・インクルージョン（健常者・障害者）研究は、現状把握に関する研

究が多く、学術的なフレームワークを用いた研究は行われていない（e.g., 佐々木ほか，2011；野川ほか，

2012，2013；田中，2014）。本研究では、Fay（1999）によって開発された OCIIS ステージを援用し、我

が国の中央競技団体における障害者スポーツ受容レベルを検討することを目的とした（研究Ⅰ）。また、OCIIS
ステージの適応可能性を検証した（研究Ⅱ）。研究Ⅰでは、6 ステージから成る OCIIS ステージの仮説を設

定し、日本オリンピック委員会に加盟する 54 正加盟団体の障害者スポーツ受容レベルを分類した。研究Ⅱ

では、研究Ⅰで分類されたステージごとに 8 団体を抽出し、キー・インフォーマントへのインタビューを実

施した。結果、我が国における中央競技団体の統合・インクルージョンレベル（健常者・障害者）は、5 つ

のステージに分類されることが明らかとなった。また、ステージ 1（障害者スポーツの啓発活動を実施して

いない）は 25 競技団体、ステージ 2（障害者スポーツの啓発活動を実施している）は 5 競技団体、ステージ

3（同一競技の障害者スポーツ競技団体が中央競技団体に加盟、障害者スポーツ競技団体から評議員・理事

に選出、全国レベルの障害者スポーツ大会を主催・共催している）は 10 競技団体、ステージ 4（専門委員会

に障害者部門・パラ関連部門を設置している。中央競技団体としてNPC に加盟している）は 14 競技団体に

修正が行われた。ステージ 5（中央競技団体と障害者スポーツ競技団体が統合した）は、現時点においてあ

てはまる団体は存在しなかった。 
 
キーワード：中央競技団体，統合・インクルージョン，障害者スポーツ
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Integration and inclusion for the disabled on the National Federations 
―Examination by the OCIIS stage― 

 

 
Masaki Aoyama * 

Yasuo Yamaguchi* 

Abstract 

In recent years, integration and inclusion of disability sport on the National Federations (NFs) have 
been proceeding, especially in the advanced nations on sport. The NFs in Japan have not progressed 
integration and inclusion as all that, and fall behind other nations. Most of research on integration and 
inclusion of sport organizations have been examined the current situation. Research used by an aca-
demic framework has not been conducted (e.g., Sasaki et al., 2011; Nogawa et al., 2012, 2013; Tanaka, 
2014). This study dealt with: (I) measurement of integration and inclusion level of NFs in Japan by us-
ing the OCIIS (Fay, 1999); and (II) validation of adaptability on the OCIIS. First of all, we set up the 
hypotheses of the OCIIS which consist of six stages and classified 54 NFs which join in the Japan 
Olympic Committee by the integration and inclusion level. Second, we extracted eight NFs for each 
stage classified according to Research I, and interviewed key informants. As a result, it became clear 
that the integration and inclusion level of the NFs in Japan was classified into five stages. Twenty-five 
NFs were in the stage 1 (no awareness activities of disability sport), five NFs were in the stage 2 (con-
ducting awareness activities of disability sport), 10 NFs were in the stage 3 (existence of corresponding 
national disability sport organizations in the NFs / electing a board member or a councilor of the NFs 
from the national disability sport organizations / hosting or co-hosting the national-level disability sport 
competitions) and 14 NFs were in the stage 4 (establishing a disability sport committee). In terms of the 
stage 5 (being integrated the NF and the national disability sport organizations), there were no appli-
cable groups at this time. 
 
Key Words：the National Federations，integration and inclusion，disability sport 
 
* Graduate school of Human Development and Environment, Kobe University, 3-11, Tsurukabuto, 
Nada, Kobe, Hyogo 657-8501
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．はじめに

近年、アメリカ（1990）、イギリス（1995）、オース

トラリア（1992）といったスポーツ先進国を中心に、

障害者差別基本法が施行されている。この障害者差別

基本法を基に、スポーツ政策だけでなく、競技団体レ

ベルにおいても「統合・インクルージョン」推進体制

が広まっている。我が国においては 2011 年にスポー

ツ基本法が成立し、法規定として初めて障害者スポー

ツへの言及がなされた。また、2014年度からは障害者

スポーツに関する事業が厚生労働省から文部科学省に

移管されるなど、障害者におけるスポーツの価値が向

上している。2015年にはスポーツ庁が設置され、スポ

ーツ行政の一元化が進められている。 
国際競技力の向上において、最も中心的な役割を果

たすスポーツ組織は、国内オリンピック委員会（NOC）
と国内パラリンピック委員会（NPC）である。特に、

NOC・NPCに加盟する国内競技連盟（NFs）は、個々

の競技の運営や事業を円滑に行う責務を担っている。

各国におけるNFsの現状をみると、オーストラリアで

はNPC加盟団体18団体のうち、11団体がNOCに、

カナダでは 28団体中22団体が、イギリスでは 24団

体中15団体が加盟している。また、1988年に設立さ

れた国際車いすテニス連盟は、1998年に世界で初めて

国際競技連盟として一元化を行い、国際テニス連盟に

統合された。現在では健常者と同様に世界ランキング

制度の導入や四大大会の開催、ならびに賞金大会の実

施などを行っている（尾崎，2001）。2007年には、国

際自転車競技連盟から各国の国内自転車競技連盟に対

し、障害者自転車競技連盟と統合するよう通達してい

る。我が国では日本オリンピック委員会（JOC）に加

盟する 54 正加盟団体中、日本パラリンピック委員会

（JPC）に加盟しているのは「日本トライアスロン連

合」、「全日本テコンドー協会」の 2団体のみである。 
このように世界レベル、国内レベル、様々なレベル

でスポーツ組織の統合が進んでいる一方で、我が国に

おいては競技団体レベルでの統合・インクルージョン

はそれほど進んでおらず、世界に後れをとっていると

言わざるを得ない。国外の組織と機能的に対等な立場

に立つためには、スポーツ組織における統合・インク

ルージョンの推進と（中川・井田，2002）、スポーツ

組織の協力体制が必要となっている（井上・神野，

2014）。 
他方、スポーツ行政における健常者・障害者の一元

化推進策に焦点を当てた研究が、近年盛んに行われて

いる（e.g., 佐々木ほか，2011；野川ほか，2012，2013；

田中，2014）。しかし、そのほとんどが現状把握に関

する研究であり、学術的なフレームワークを用いた研

究は行われていない。スポーツ組織の統合・インクル

ージョンに関しても、統合・インクルージョンの概念

や指標、モデルの作成が試みられているが、信頼性・

妥当性には課題が残る（e.g., Sørensen and Kahrs, 
2006; Legg et al., 2014; Fay, 1999）。本研究では、そ

のなかでも様々な分野に応用されている OCIIS（the 
Organizational Continuum for the Inclusion of 
Identity Groups in Sport）ステージ（Fay, 1999）を

援用し、我が国の中央競技団体における障害者スポー

ツ受容レベルの検討、ならびにOCIISステージの適応

可能性を探る。 

．目的

本研究の目的は、OCIISステージを用い、我が国の

中央競技団体における障害者スポーツ受容レベルを検

討することにある（研究Ⅰ）。また、OCIISステージの

適応可能性を検証する（研究Ⅱ）。 

．方法

． ．方法（研究Ⅰ）

まず、OCIISステージをもとに、中央競技団体にお

ける障害者スポーツ受容レベルを検討した。OCIIS ス

テージは 6 ステージから構成されており、ステージ 6
に近づくほど、組織が統合されている（図1）。しかし、

ステージ区分の明確な基準は示されていない。したが

って、先行研究を踏まえつつ、プレ調査として障害者

スポーツ組織に精通する研究者への聞き取り調査を行

い、ステージごとに仮説を設定した（表 1）。  
これらの観点から、JOCに加盟する54正加盟団体

の公式ホームページをもとに、調査を行い、障害者ス

ポーツ受容レベルを分類した。ホームページに明記さ

れていない場合は、メール、電話にて問い合わせを行

った。 
 

排他的
組織

名目上の
包摂的組織

形式的な
組織

最小限レベル
（選手単位）

多様性の
受け入れ

完全なる
包摂的組織

単一文化 多文化

排他的組織 包摂的組織

図 ． （

）ステージ

（ ）
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． ．方法（研究Ⅱ） 
研究Ⅱでは、研究Ⅰで分類されたステージごとに中

央競技団体を抽出し、キー・インフォーマントへの半

構造化インタビューを実施した。対象は理論的飽和に

達した9団体であり、キー・インフォーマントの選定

基準については、事務局長、理事、パラ小委員会等の

障害者部門担当者のいずれかにあてはまる者とした。

団体によっては、キー・インフォーマントが複数人で

あるケースも存在した。調査項目はCCFM（重要変化

要因モデル“Critical Change Factors Model”）をもと

に作成した。重要変化要因（CCF）は「社会的イベン

トの発生」や「法の整備」、「メディアの変化」、「雇用

の変化」などといった 10 項目から構成されている。

配分的および参加的公正（Greenberg, 1987, 1990）、
批判理論（Coakley, 2008; Sage, 1998）およびオープ

ンシステム理論（Mintzberg and Quinn, 1992; Moore 
and Lenir, 2011; Porter, 1985）を応用しているCCF
は、OCIISステージにプロットできるよう設定されて

おり、個人・組織間の比較評価が可能である。 
続いて、ステージ2からステージ6の仮説をシャッ

フルした状態でキー・インフォーマントに提示し、実

施が困難な順に並べ替えるよう求めた。これらの過程

を経て、スポーツ組織研究に精通する2人の研究者と

ともにトライアンギュレーションを用いた総合的な内

容分析を実施し、OCIISステージの適応可能性を検証

した。 

．結果及び考察

． ．障害者スポーツ受容レベルの分類（研究Ⅰ）

表2は、OCIISステージにおけるステージごとの団

体数を示している。JOC・JPCの両委員会に加盟して

いる 2 団体がステージ 6（完全なる包摂的組織）に位

置づけられた。次に、中央競技団体の専門委員会に障

害者部門・パラ関連部門を設置している 12 競技団体

がステージ5（多様性の受け入れ）、全国レベルの障害

者スポーツ大会を主催（共催）する5競技団体がステ

ージ 4（最小限レベル）に分類された。また、同一競

技の障害者スポーツ競技団体が中央競技団体に加盟し

ている、もしくは障害者スポーツ競技団体から中央競

技団体の評議員・理事に選出されている5競技団体が

ステージ3（形式的な組織）、障害者スポーツ啓発活動

を行う5競技団体がステージ2（名目上の包摂的組織）

であることが明らかになった。なお、その他の 25 競

技団体はステージ１（排他的組織）に位置付けられた。 
 

 
． ．インタビュー調査（研究Ⅱ）

． ． ．ステージ

中央競技団体が障害者スポーツの啓発活動を行わな

い理由は、主に 2 つある。1 つ目は、そもそも対応す

る同一競技の障害者スポーツが存在しないからである。

2 つ目は、同一競技の障害者スポーツが存在しても、

プロリーグ等、競技力向上が事業の中心になっている

からである。これらの場合、障害者スポーツの啓発や

普及活動を行うには何かしらのきっかけが必要である。

また、スポーツ基本法やスポーツ基本計画、障害者差

別解消法の影響を受けていなかった。 
． ． ．ステージ

ステージ2は、対応する同一競技の障害者スポーツ

競技団体が存在しない場合が多い。ステージ2の団体

が障害者スポーツの啓発活動を行うことになったのは、

世の流れによるところが大きい。他方、2012年の学習

指導要領の改訂がきっかけとなっていた例もあった。

団体数

排他的組織

名目上の
包摂的組織

形式的な組織

最小限レベル
（選手単位）

多様性の
受け入れ

完全なる
包摂的組織

ステージレベル

統
合
・
イ
ン
ク
ル
ー
ジ
ョ
ン

表 ． ステージにおけるステージごとの団体数

（研究Ⅰの結果）

表 ． ステージの仮説

ステージ 仮説

　障害者スポーツの啓発活動を
　実施していない

　障害者スポーツの啓発活動を
　実施している

　同一競技の障害者スポーツ競技団体が
　中央競技団体に加盟している
　or 障害者スポーツ競技団体の関係者が
　理事・評議員として選出されている

　全国レベルの障害者スポーツ大会を
　主催（共催）している

　障害者部門・パラ関連部門等の委員会を
　設置している

　中央競技団体としてJPCに加盟している
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中学校での武道必修化に伴い、特別支援学校で武道を

実施する動きが広まり、中央競技団体が障害者スポー

ツに取り組むようになった。しかしながら、啓発を実

施するに留まっており、具体的な普及活動や事業は実

施していなかった。また、スポーツ基本法やスポーツ

基本計画、障害者差別解消法をそれほど認識しておら

ず、ステージ1と同様に法の影響を受けていなかった。 
． ． ．ステージ

ステージ3の団体では、障害者スポーツ競技団体と

何かしらの関係性を築いていた。そのひとつに、国立

スポーツ科学センター（JISS）やナショナルトレーニ

ングセンター（NTC）の共同使用が挙げられる。これ

まで障害者アスリートの使用は認められていなかった

が、スポーツ庁設置の背景もあり、現在では共同使用

が認められている。この際、障害者スポーツ競技団体

は中央競技団体に使用の許可を得る必要があるため、

中央競技団体に加盟することで、交渉をスムーズにす

る目的があった。また、加盟に伴い、評議員・理事と

して選出されている場合が多いことが明らかとなった。 
他方、同一競技の障害者スポーツ競技団体が障害種

別によって分かれており、事務レベルにおいて混乱を

招いていた。こうした背景から、中央競技団体と複数

の障害者スポーツ競技団体との間に、中間組織を配置

している例も見られた。 
． ． ．ステージ

多くの場合、障害者スポーツ競技団体から依頼を受

けて大会を共催していた。特に、大会会場の提供や競

技運営のノウハウを中央競技団体から得る目的が障害

者スポーツ競技団体にはある。また、中央競技団体公

認の審判員派遣も行われていた。ステージ4では障害

者スポーツへの取り組みに関して、メディアからの取

材が急増しており、これはステージ3までは見られな

かった特徴である。法整備に関しても多くがその意味

を認識しており、直接的ではないものの間接的に影響

を受けていた。 
． ． ．ステージ

ステージ5は、中央競技団体の専門委員会に障害者

部門・パラ関連部門を設置している団体である。ステ

ージ3と同様の背景を持っており、多くがパラ委員会

設置の必要性が生まれたことによる措置と言える。ス

テージ5の特徴として、障害者スポーツを含むアクシ

ョンプランや事業計画の策定、さらには障害者スポー

ツ関連の予算が配分されていることが挙げられる。専

門委員会の設置に伴い、専門的なスタッフを配置する

傾向にあり、障害者スポーツ競技団体との連携におけ

る窓口となっていた。メディアの取材増加や法整備の

影響についても、ステージ4と同様の結果となった。

また、国際競技連盟（IF）における戦略的プロセスの

変更に影響を受けていることも明らかとなった。IFと

対応する同一競技の国際障害者スポーツ競技連盟の統

合により、障害者スポーツの情報が中央競技団体にし

か通達されず、パラ委員会を設置することになった団

体も存在した。

． ． ．ステージ

中央競技団体としてJPCに加盟しているステージ6
の団体は、もともと対応する同一競技の障害者スポー

ツ競技団体が存在したわけではない。パラリンピック

における競技採用がきっかけとなり、中央競技団体が

障害者スポーツに取り組む必要性が生まれていた。 
他方、メディアの取材は増加していたものの、法整

備の影響は受けていなかった。また、IFが統合されて

おり、競技別世界パラ選手権においても IF が主催し

ていることから、日本選手権のみならずアジア選手権

等においても積極的に中央競技団体が関与しているこ

とが明らかとなった。 
 
． ．仮説の検証

ステージ1は、排他的組織として障害者スポーツの

啓発活動を実施していないグループであった。ステー

ジ2では、ステージ1と同様に法整備の影響を受けて

おらず、具体的な事業もほとんど実施していなかった。

しかしながら、少なからず障害者スポーツに向き合う 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

加盟/評議員・理事 委員会の設置

大会の開催 JPC加盟

25競技団体 5競技団体 10競技団体 14競技団体 －

単一文化

排他的組織

多文化

包摂的組織

障害者スポーツ
競技団体との統合

啓発啓発活動なし

図 ．修正後の ステージと団体数



2017年度 笹川スポーツ研究助成 71

ス
ポ
ー
ツ
政
策
に
関
す
る
研
究

テ
ー
マ
1

一
般
研
究
奨
励
研
究

 

姿勢を見せており、ステージ1との差は非常に大きい

ものと考えられる。したがって、ステージ 1、ステー

ジ2の仮説は支持されたものとする。ステージ3は同

一競技の障害者スポーツ競技団体が中央競技団体に加

盟している、もしくは障害者スポーツ競技団体から中

央競技団体の評議員・理事に選出されている団体であ

り、ステージ4は全国レベルの障害者スポーツ大会を

主催（共催）している団体であった。ステージ4の中

には、障害者スポーツ競技団体が加盟せず、評議員・

理事も選出されていない団体も存在した。したがって、

両ステージの優位性は判断が難しいことから、一つの

ステージに統合することとした。ステージ5は、中央

競技団体の専門委員会に障害者部門・パラ関連部門を

設置している団体であった。専門委員会の設置は、障

害者スポーツの受容レベルが非常に高く、ステージ

3・4とは大きく差があることが示唆された。一方でス

テージ 6 は JPC に加盟する最も受容の進んだ団体で

あるものの、自発的な受容ではなく、真の統合とは言

い難い。IFから影響を受けている点についてもステー

ジ5と酷似しており、ステージ6の仮説はステージ5
に吸収することとした。また、本来のステージ 6 は、

中央競技団体と障害者スポーツ競技団体の統合を示し

たものである。我が国ではそのような事例がみられな

かったが、世界的にはステージ6の団体も存在するた

め、最上級のステージとして配置する。 
以上の結果から、我が国における中央競技団体の統

合・インクルージョンレベル（健常者・障害者）は、

5 つのステージに分類されることが明らかとなった

（図2）。また、ステージ1は25競技団体、ステージ

2 は 5 競技団体、ステージ 3 は 10 競技団体、ステー

ジ4は14競技団体に修正が行われた。ステージ5は、

現時点においてあてはまる団体は存在しなかった。 

．まとめ

本研究の目的は、OCIISステージを用い、我が国の

中央競技団体における障害者スポーツの受容レベルを

検討、さらにはOCIISステージの適応可能性を検証す

ることにあった。インタビューの結果、我が国の中央

競技団体の統合・インクルージョンレベル（健常者・

障害者）は、5 つのステージに分類された。本研究が

投げかけるインプリケーションは以下の 3点である。 
1 点目は、法の整備が求められていることである。

わが国の中央競技団体における統合・インクルージョ

ン（健常者・障害者）推進が世界に比べ後れを取って

いることは明らかである。修正版のOCIISステージに

おいて、ステージ 5 に位置する団体は皆無であった。

その原因の一つとして、法整備の後れが挙げられる。

笹川スポーツ財団（2017）の調査によると、イギリス、

カナダ、オーストラリアにおいて、パラリンピック開

催に先立ち、障害者差別禁止法などの各種政策が既に

整備されていた。障害者に対する差別を禁止する法律

の制定が、障害者のスポーツ環境整備を促すことから、

我が国においても相応の法規定を制定することが統

合・インクルージョンへの近道となるであろう。 
2 点目は、同一競技の障害者スポーツ競技団体を統

合、もしくは中間組織を配置することが必要である。

障害種別によって団体が分かれており、事務レベルに

おいて混乱を招いていることがインタビュー結果から

も明らかとなった。また、Howe（2008）やWolbring
（2012）が指摘するように、必ずしも障害者アスリー

トや障害者スポーツ競技団体の代表者は、中央競技団

体への吸収を望んでいるとは限らない。他のスポーツ

組織における統合・インクルージョンに関する研究に

おいても、団体のオーナーや重役、コーチ、サポート

スタッフはそれぞれのフランチャイズや支配システム

の権力、経済価値の喪失を恐れて統合に強く抵抗する

ことが述べられている（O'Reilly and Cahn, 2007; 
Steadward, 1996）。スポーツ組織の統合・インクルー

ジョンは、ステークホルダーよりも選手とその地位を

中心に考えることが重要であり（Davis, 2008; 
O'Reilly and Cahn, 2007 ; Steadward, 1996）、この指

摘に沿う形としては中間組織を配置することが最善で

あると思われる。中間組織は事務レベルにおいて窓口

の役割を担うことができ、連携を容易にすることがで

きる。障害者スポーツ競技団体の窓口を一元化するこ

とが早急に求められていくだろう。 
3点目は、IFの組織形態に対応することが求められ

ている。IFが一つの組織として国際オリンピック委員

会、国際パラリンピック委員会の両委員会に加盟して

いる場合、その傘下に属する中央競技団体は障害者ス

ポーツ競技団体との統合を検討する必要があるかもし

れない。もしくは、障害者スポーツ競技団体であって

も、IFに加盟する必要性が生じるだろう。 
最後に、本研究の課題について述べることとする。

本研究では中央競技団体の統合・インクルージョン（健

常者・障害者）レベルを検証したが、その妥当性の検

証するまでには至っていない。これは、国内外におけ

る他のスポーツ組織研究にも同様の傾向が見られる。

その原因として、統合・インクルージョンレベルの測

定にはエスノグラフィーの手法が必要であること、ま

た、組織価値や組織有効性を測定する CVA
（competing values approach）の開発が停滞してい
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ることが挙げられる。この CVA の観点も踏まえなが

ら、障害者スポーツの統合・インクルージョンレベル

を測定する統計的な指標を開発していくことが、今後

の課題であると考えられる。 
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この研究は笹川スポーツ研究助成を受けて実施したも

のです。 
 
 


